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「独立行政法人に対する会計監査人の監査に係る報告書」新旧対照表 

 

章 節 現行 改訂後 改訂理由 

第１章 独立行政法人に対する会計監査人の監査(基本的な考え方) 

１ ２ 第２節 会計監査人の監査の位置付け 

（略） 

 まず、財務諸表に対する監査は、主務大臣の承認（通則法第３８条第１項）を受

けることを前提として、財務諸表が当該法人の財政状態、運営状況等財務運営の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているかどうか、職業的専門家とし

ての会計監査人のチェックを経ることを目的とするものである。財務諸表監査は、

独立行政法人の会計監査制度の中核をなすものであり、会計監査人は、独立行政法

人の財務諸表が、一般に公正妥当と認められる独立行政法人の会計の基準に準拠

しているかどうかを監査する。 
（略） 

第２節 会計監査人の監査の位置付け 

（略） 

 まず、財務諸表に対する監査は、主務大臣の承認（通則法第３８条第１項）を受

けることを前提として、財務諸表が当該法人の財政状態、運営状況等財務運営の状

況を全すべての重要な点において適正に表示しているかどうか、職業的専門家と

しての会計監査人のチェックを経ることを目的とするものである。財務諸表監査

は、独立行政法人の会計監査制度の中核をなすものであり、会計監査人は、独立行

政法人の財務諸表が、一般に公正妥当と認められる独立行政法人の会計の基準に

準拠しているかどうかを監査する。 
（略） 

技術的修正を行った。 

１ ３ 第３節 会計監査人の監査における法規準拠性の考え方 

（略） 

独立行政法人の会計監査は、企業の会計監査と同様に、財務諸表等の正確性の証

明、すべての違法行為等の発見を目的としているわけではない。しかしながら、財

務諸表等に重要な影響を与える違法行為等については、会計監査人が積極的に発

見するよう努めていかなければならない。 

（略） 

第３節 会計監査人の監査における法規準拠性の考え方 

（略） 

独立行政法人の会計監査は、企業の会計監査と同様に、財務諸表等の正確性の証

明、全すべての違法行為等の発見を目的としているわけではない。しかしながら、

財務諸表等に重要な影響を与える違法行為等については、会計監査人が積極的に

発見するよう努めていかなければならない。 

（略） 

技術的修正を行った。 

１ ５ 第５節 会計監査人の監査における重要性の判断 

（略） 

もっとも、独立行政法人の会計監査の目的は、財務諸表等の正確性の証明、すべ

ての誤謬等の発見にあるわけではなく、また、重要性の判断基準について、独立行

政法人の会計監査のすべてに妥当するような一般的かつ客観的な具体的基準を示

すことは、独立行政法人の規模、形態等の多様性、あるいは判断に当たって検討す

べき諸条件の複雑さから、事実上極めて困難であり、画一的な基準設定はむしろ問

題を生む恐れがあると考えられる。 

（略） 

第５節 会計監査人の監査における重要性の判断 

（略） 

もっとも、独立行政法人の会計監査の目的は、財務諸表等の正確性の証明、全す

べての誤謬等の発見にあるわけではなく、また、重要性の判断基準について、独立

行政法人の会計監査の全すべてに妥当するような一般的かつ客観的な具体的基準

を示すことは、独立行政法人の規模、形態等の多様性、あるいは判断に当たって検

討すべき諸条件の複雑さから、事実上極めて困難であり、画一的な基準設定はむし

ろ問題を生む恐れがあると考えられる。 

（略） 

 技術的修正を行った。 

１ ７ 第７節 会計監査契約 

（略） 

○ 同法第３９条第３項の規定による被監査独立行政法人もしくは子法人の業務

及び財産状況の調査権 

（略） 

第７節 会計監査契約 

（略） 

○ 同法第３９条第３項の規定による被監査独立行政法人若もしくは子法人の業

務及び財産状況の調査権 

（略） 

 技術的修正を行った。 

第３章 独立行政法人の特性に基づく監査 

３ １ （新設） 

※参考 

 

 

 「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法

人会計基準注解」（以下「基準及び注解」とい
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章 節 現行 改訂後 改訂理由 

第２節 連結財務諸表監査 

（略） 

関連公益法人等については、附属明細書による情報開示に止まり、連結の範囲に

含まれないことから、関連公益法人等の財務諸表監査は実施しないこととする。な

お、会計監査人は、附属明細書記載事項のうち、独立行政法人の財務諸表により確

認可能な事項については監査上の責任を有するが、関連公益法人等の計算書類等

によらなければ確認することが困難な事項については、会計監査人の責任外であ

り、監査報告書において、その旨を明らかにする必要がある。 

 

第１節 関連公益法人等の監査 

関連公益法人等については、附属明細書による情報開示に止まることから、関連

公益法人等の財務諸表監査は実施しないこととする。なお、会計監査人は、附属明

細書記載事項のうち、独立行政法人の財務諸表により確認可能な事項については

監査上の責任を有するが、関連公益法人等の計算書類等によらなければ確認する

ことが困難な事項については、会計監査人の責任外であり、監査報告書において、

その旨を明らかにする必要がある。 

う。）の改訂案に基づき修正した。 

 
 

（参考）基準及び注解 
第１０５ 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の情

報開示 

   特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等については、

次の事項を附属明細書において明らかにしなければならな

い。（略） 

３ ２ 第１節 区分経理に係る監査 

（略） 

第２１節 区分経理に係る監査 

（略） 

 

３ ３ 第２節 連結財務諸表監査 

独立行政法人の連結財務諸表は、民間企業の連結財務諸表とはその性格を異に

し、独立行政法人に交付された公的資金が更に特定関連会社等に供給されている

場合において、独立行政法人のみではなく、特定関連会社等を含め、公的資金がど

のように使用されているかを明らかにすることにその主たる目的がある。なお、独

立行政法人の評価は個別財務諸表によることとされている。 
 

 独立行政法人に交付された公的資金が使用された結果は、財務諸表によって表

される。そして、主務大臣、国民等は財務諸表を通じて独立行政法人の評価を行う

こととなる。このような財務諸表の役割は、連結財務諸表においても同じであり、

連結財務諸表は、独立行政法人に交付された公的資金が、民間企業に供給されたも

のを含め、効率的に使用されているか等を示すものである。会計監査人の財務諸表

監査は、財務諸表の信頼性を担保するものであり、この観点からは、個別財務諸表

監査と連結財務諸表監査を区別する理由はなく、連結財務諸表についても、会計監

査人による監査が必要である。 
（略） 
 
 関連公益法人等については、附属明細書による情報開示に止まり、連結の範囲に

含まれないことから、関連公益法人等の財務諸表監査は実施しないこととする。な

お、会計監査人は、附属明細書記載事項のうち、独立行政法人の財務諸表により確

認可能な事項については監査上の責任を有するが、関連公益法人等の計算書類等

によらなければ確認することが困難な事項については、会計監査人の責任外であ

り、監査報告書において、その旨を明らかにする必要がある。 
 なお、主務大臣が行う独立行政法人の評価は個別財務諸表によることから、連結

財務諸表に係る監査報告書は、個別財務諸表等に係る監査報告書とは別に作成す

ることとする。 

第３２節 連結財務諸表監査 

独立行政法人の連結財務諸表は、業務一体性を有する特定関連会社を含めた法

人集団において民間企業の連結財務諸表とはその性格を異にし、独立行政法人に

交付された公的資金が更に特定関連会社等に供給されている場合において、独立

行政法人のみではなく、特定関連会社等を含め、公的な資金がどのように使用され

ているかを総合的に報告を明らかにすることにその主たる目的がありる。なお、独

立行政法人の評価は個別財務諸表により行わることとされている。 
 独立行政法人に交付された公的な資金が使用された結果は、財務諸表によって

表される。そして、国民その他の利害関係者主務大臣、国民等はそれぞれの情報ニ

ーズに合わせて財務諸表を活用する通じて独立行政法人の評価を行うこととな

る。このような財務諸表の役割は、連結財務諸表においても同じであり、連結財務

諸表は、独立行政法人に交付された公的な資金が、民間企業に供給されたものを含

め、効率的に使用されているか等を示すものである。会計監査人の財務諸表監査

は、財務諸表の信頼性を担保するものであり、この観点からは、個別財務諸表監査

と連結財務諸表監査を区別する理由はなく、連結財務諸表についても、会計監査人

による監査が必要である。 
（略）  
 関連公益法人等については、附属明細書による情報開示に止まり、連結の範囲に

含まれないことから、関連公益法人等の財務諸表監査は実施しないこととする。な

お、会計監査人は、附属明細書記載事項のうち、独立行政法人の財務諸表により確

認可能な事項については監査上の責任を有するが、関連公益法人等の計算書類等

によらなければ確認することが困難な事項については、会計監査人の責任外であ

り、監査報告書において、その旨を明らかにする必要がある。 
 なお、主務大臣が行う独立行政法人の評価は個別財務諸表によることから、連結

財務諸表に係る監査報告書は、個別財務諸表等に係る監査報告書とは別に作成す

ることとする。 

基準及び注解の改訂に基づき修正した。 

 
 

（参考）基準及び注解 
第１０７ 連結財務諸表の作成目的 

   連結財務諸表は、独立行政法人とその特定関連会社から

なる集団（以下「法人集団」という。）を独立行政法人の業

務を一体となって行う一つの会計主体として捉え、独立行

政法人が法人集団の財政状態及び運営状況を総合的に報告

するために作成するものである。(注８４) 

 

 ＜注８４＞ 連結財務諸表の作成目的及び性格について 

  １ 独立行政法人が行う出資等は、法人の設立目的を達成

するために業務として行われるものであり、独立行政法

人は、独立行政法人の業務を一体となって行う出資先を

含めた公的な主体としての説明責任を果たす観点から、

連結財務諸表の作成、開示を行うものである。 

  ２ このような観点から作成される連結財務諸表は、公的

な資金がどのように使用されているかについて「第１０

９ 連結の範囲」第２項に定める業務一体性に基づき総

合的に報告することを主たる目的としており、独立行政

法人の評価は個別財務諸表により行われている。 

第４章 会計監査人の独立性 

４ ３ 第３節 被監査独立行政法人の主務大臣との関係について 

前節で述べた通り、会計監査人は、被監査独立行政法人の主務大臣との関係にお

第３節 被監査独立行政法人の主務大臣との関係について 

前節で述べたとお通り、会計監査人は、被監査独立行政法人の主務大臣との関係

技術的修正を行った。 
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章 節 現行 改訂後 改訂理由 

いては、被監査独立行政法人との関係におけるような独立性の問題は存在しない。 

 

会計監査人は、通則法第３９条第１項の規定に基づき、被監査独立行政法人が主

務大臣に提出する財務諸表等に係る会計監査報告を作成するものとされている。

ここで、主務大臣が承認するのは被監査独立行政法人の長がその責任において作

成した財務諸表等であり、会計監査人の作成する会計監査報告自体は、直接の対象

とはされていない。 

においては、被監査独立行政法人との関係におけるような独立性の問題は存在し

ない。 

会計監査人は、通則法第３９条第１項の規定に基づき、被監査独立行政法人が主

務大臣に提出する財務諸表等に係る会計監査報告を作成するものとされている。

ここで、主務大臣が承認するのは被監査独立行政法人の長がその責任において作

成した財務諸表等であり、会計監査人の作成する会計監査報告自体は、直接の対象

とはされていない。 

４ ４ 第４節 監査責任者の交替について 
（略） 

 このような観点は、公的な主体である独立行政法人の会計監査においても同様

であり、同一の者が、長期間に亘って同一独立行政法人の会計監査を担当すること

は適切ではないことから、監査責任者の交替ルールを定める必要がある。 
（略） 

第４節 監査責任者の交替について 
（略） 

 このような観点は、公的な主体である独立行政法人の会計監査においても同様

であり、同一の者が、長期間にわた亘って同一独立行政法人の会計監査を担当する

ことは適切ではないことから、監査責任者の交替ルールを定める必要がある。 
（略） 

技術的修正を行った。 

第５章 会計監査人の地位（職務、権限、義務、責任） 

５ １ 第１節 会計監査人の職務 
(1) （略） 
(2) （略） 

また、独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成２５年１２月２４日閣

議決定）では、独立行政法人の内外から業務運営を改善する仕組みを導入する観

点から「監事機能の強化等による法人の内部ガバナンスの強化」を求めている。

その中では、監事と会計監査人との連携を強化し、監事機能の実効性を向上さ

せ、監事が行う監査の質の向上を図ることとしている。これを受けて通則法第３

９条の２第１項において会計監査人の監事への報告義務が規定され、同条第２

項において監事の会計監査人に対する報告徴収権が規定されている。 
(3) （略） 
 ② （略） 
  独立行政法人制度においては、会社法第３９８条に相当する規定が存在しな

いため、法令の解釈に関する無用のリスクを回避する観点から、上記の趣旨を踏

まえて、会計監査契約において予め合意をしておく必要がある。具体的には、主

務大臣から法令に規定された権限の行使のために必要があるとして求められた

場合、又はこの監査基準において主務大臣に報告すべきことが求められている

場合には、会計監査人が主務大臣に対し業務上知り得た被監査独立行政法人の

情報を提供することについて、包括的に同意しておくべきである。 
 （略） 

第１節 会計監査人の職務 
(1) （略） 
(2) （略） 

また、独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成２５年１２月２４日閣

議決定）では、独立行政法人の内外から業務運営を改善する仕組みを導入する観

点から「監事の機能の強化等による法人の内部ガバナンスの強化」を求めてい

る。その中では、監事と会計監査人との連携を強化し、監事機能の実効性を向上

させ、監事が行う監査の質の向上を図ることとしている。これを受けて通則法第

３９条の２第１項において会計監査人の監事への報告義務が規定され、同条第

２項において監事の会計監査人に対する報告徴収権が規定されている。 
(3) （略） 
 ② （略） 
  独立行政法人制度においては、会社法第３９８条に相当する規定が存在しな

いため、法令の解釈に関する無用のリスクを回避する観点から、上記の趣旨を踏

まえて、会計監査契約においてあらかじ予め合意をしておく必要がある。具体的

には、主務大臣から法令に規定された権限の行使のために必要があるとして求

められた場合、又はこの監査基準において主務大臣に報告すべきことが求めら

れている場合には、会計監査人が主務大臣に対し業務上知り得た被監査独立行

政法人の情報を提供することについて、包括的に同意しておくべきである。 
 （略） 

技術的修正を行った。 

５ ２ 第２節 会計監査人の権限 

独立行政法人の会計監査人の権限については、通則法第３９条第２項及び第３

項において、会計監査人は、いつでも、独立行政法人の会計帳簿及び書類の閲覧も

しくは謄写をし、又は役員（監事を除く。）及び職員に対して会計に関する報告を

求めること、また、連結財務諸表監査における会計監査人による特定関連会社の監

第２節 会計監査人の権限 

独立行政法人の会計監査人の権限については、通則法第３９条第２項及び第３

項において、会計監査人は、いつでも、独立行政法人の会計帳簿及び書類の閲覧若

もしくは謄写をし、又は役員（監事を除く。）及び職員に対して会計に関する報告

を求めること、また、連結財務諸表監査における会計監査人による特定関連会社の

技術的修正を行った。 



- 4 - 
 

章 節 現行 改訂後 改訂理由 

査を行うことができることが規定されている。 

（略） 

監査を行うことができることが規定されている。 

（略） 

第６章 独立行政法人に対する会計監査人の監査の基準 

６ ２ 第２節 監査の目的 

１ 通則法第３９条に定める会計監査人の監査の目的は、独立行政法人の長が通

則法及び一般に公正妥当と認められる独立行政法人の会計の基準に基づき作成

した財務諸表等が、独立行政法人の財政状態、運営状況等財務運営の状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているかどうかについて、会計監査人が自

ら入手した監査証拠に基づいて判断した結果を意見等として表明することにあ

る。 

２（略） 

第２節 監査の目的 

１ 通則法第３９条に定める会計監査人の監査の目的は、独立行政法人の長が通

則法及び一般に公正妥当と認められる独立行政法人の会計の基準に基づき作成

した財務諸表等が、独立行政法人の財政状態、運営状況等財務運営の状況を全す

べての重要な点において適正に表示しているかどうかについて、会計監査人が

自ら入手した監査証拠に基づいて判断した結果を意見等として表明することに

ある。 

２（略） 

技術的修正を行った。 

６ ３ 第３節 一般基準 

１～７（略） 

８ 会計監査人は、監査を行うに当たって、指揮命令の系統及び職務の分担を明ら

かにし、当該監査に従事する補助者に対して適切な指示、指導及び監督を行わな

ければならない。また、会計監査人は、自らの組織としても、すべての監査が一

般に公正妥当と認められる独立行政法人の監査の基準に準拠して適切に実施さ

れるために必要な管理の方針と手続を定め、これらに従って監査が実施されて

いることを確かめなければならない。 

９ 会計監査人は、業務上知り得た事項を正当な理由なく他に漏らし、又は窃用し

てはならない。 

１０（略） 

第３節 一般基準 

１～７（略） 

８ 会計監査人は、監査を行うに当たって、指揮命令の系統及び職務の分担を明ら

かにし、当該監査に従事する補助者に対して適切な指示、指導及び監督を行わな

ければならない。また、会計監査人は、自らの組織としても、全すべての監査が

一般に公正妥当と認められる独立行政法人の監査の基準に準拠して適切に実施

されるために必要な管理の方針と手続を定め、これらに従って監査が実施され

ていることを確かめなければならない。 

９ 会計監査人は、業務上知り得た秘密事項を正当な理由なく他に漏らし、又は窃

用してはならない。 

１０（略） 

監査基準の改訂に関する意見書と合わせて

公表された監査基準（以下「監査基準」という。）

の改訂に基づく修正及び技術的修正を行った。 
 

（参考）監査基準 
第二 一般基準 

１～７（略） 

８ 監査人は、業務上知り得た秘密を正当な理由なく他に漏

らし、又は窃用してはならない。 

６ ４ 第４節 実施基準 

第１・第２（略） 

第３ 監査の実施 

１～８（略） 

９ 会計監査人は、独立行政法人の長による確認書を入手しなければならない。 

確認書には少なくとも次に掲げる事項が記載されなければならない。 

(1)～(8)（略） 

(9) 監査の実施に必要なすべての資料は会計監査人に提供した旨 

(10)（略） 

１０ 連結附属明細書のうち、関連公益法人等の計算書類及び事業報告書等に基

づき記載している部分は会計監査人の監査の対象とはしない。 

第４（略） 

第４節 実施基準 

第１・第２（略） 

第３ 監査の実施 

１～８（略） 

９ 会計監査人は、独立行政法人の長による確認書を入手しなければならない。 

確認書には少なくとも次に掲げる事項が記載されなければならない。 

(1)～(8)（略） 

(9) 監査の実施に必要な全すべての資料は会計監査人に提供した旨 

(10)（略） 

１０ 連結附属明細書のうち、関連公益法人等の計算書類及び事業報告書等に基

づき記載している部分は会計監査人の監査の対象とはしない。 

第４（略） 

基準及び注解の改訂に基づく修正及び技術

的修正を行った。 

 
 

（参考）基準及び注解 
第１０５ 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の情

報開示 

   特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等については、

次の事項を附属明細書において明らかにしなければならな

い。（略） 

６ ５ 第５節 報告基準 

第１ 基本原則 

１ 会計監査人は、独立行政法人の長が作成した財務諸表等に対して、次に掲げる

事項について意見等を表明した監査報告書を作成しなければならない。 

 (1) 財務諸表（利益処分案を除く。以下同じ。）が一般に公正妥当と認められる

第５節 報告基準 

第１ 基本原則 

１ 会計監査人は、独立行政法人の長が作成した財務諸表等に対して、次に掲げる

事項について意見等を表明した監査報告書を作成しなければならない。 

 (1) 財務諸表（利益処分案を除く。以下同じ。）が一般に公正妥当と認められる

監査基準の改訂に基づく修正及び技術的修

正を行った。 

（参考）監査基準 
第四 報告基準 

 一～三（略） 

 四 意見に関する除外 

１ 監査人は、経営者が採用した会計方針の選択及びそ
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独立行政法人の会計の基準に準拠して独立行政法人の財政状態、運営状況及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているか

どうか 

 (2)～(4)（略） 

２～４（略） 

５ 会計監査人は、財務諸表が独立行政法人の財政状態、運営状況及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているかどうかの

判断に当たっては、独立行政法人の長が採用した会計方針が、一般に公正妥当と

認められる独立行政法人の会計の基準に準拠して継続的に適用されているかど

うかのみならず、その選択及び適用方法が取引その他の事象を適切に反映する

ものであるかどうか並びに財務諸表の表示方法が適切であるかどうかについて

も評価しなければならない。 

６～９（略） 

第２（略） 

第３ 無限定適正意見の記載事項 

１ 会計監査人は、独立行政法人の長の作成した財務諸表が、一般に公正妥当と認

められる独立行政法人の会計の基準に準拠して、独立行政法人の財政状態、運営

状況及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ていると認められると判断したときは、その旨の意見（この場合の意見を「無限

定適正意見」という。）を表明しなければならない。 

２ 会計監査人は、無限定適正意見を表明する場合には、監査報告書に次の記載を

行うものとする。 

(1) 会計監査人の意見 

   監査対象とした財務諸表の範囲、財務諸表が一般に公正妥当と認められる

独立行政法人の会計の基準に準拠して、独立行政法人の財政状態、運営状況及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示していると

認められること 

(2)～(4)（略） 

第４ 意見に関する除外 

１ 会計監査人は、独立行政法人の長が採用した会計方針の選択及びその適用方

法、財務諸表の表示方法に関して不適切なものがあるか、又は不正及び誤謬並び

に違法行為があって、その影響が無限定適正意見を表明することができない程

度に重要ではあるものの、財務諸表を全体として虚偽の表示に当たるとするほ

どではないと判断したときには、除外事項を付した限定付適正意見を表明しな

ければならない。この場合には、意見の根拠の区分に、除外した不適切な事項及

び財務諸表に与えている影響を記載しなければならない。 

 

２（略） 

第５ 監査範囲の制約 

独立行政法人の会計の基準に準拠して独立行政法人の財政状態、運営状況及び

キャッシュ・フローの状況を全すべての重要な点において適正に表示している

かどうか 

 (2)～(4)（略） 

２～４（略） 

５ 会計監査人は、財務諸表が独立行政法人の財政状態、運営状況及びキャッシ

ュ・フローの状況を全すべての重要な点において適正に表示しているかどうか

の判断に当たっては、独立行政法人の長が採用した会計方針が、一般に公正妥当

と認められる独立行政法人の会計の基準に準拠して継続的に適用されているか

どうかのみならず、その選択及び適用方法が取引その他の事象を適切に反映す

るものであるかどうか並びに財務諸表の表示方法が適切であるかどうかについ

ても評価しなければならない。 

６～９（略） 

第２（略） 

第３ 無限定適正意見の記載事項 

１ 会計監査人は、独立行政法人の長の作成した財務諸表が、一般に公正妥当と認

められる独立行政法人の会計の基準に準拠して、独立行政法人の財政状態、運営

状況及びキャッシュ・フローの状況を全すべての重要な点において適正に表示

していると認められると判断したときは、その旨の意見（この場合の意見を「無

限定適正意見」という。）を表明しなければならない。 

２ 会計監査人は、無限定適正意見を表明する場合には、監査報告書に次の記載を

行うものとする。 

(1) 会計監査人の意見 

   監査対象とした財務諸表の範囲、財務諸表が一般に公正妥当と認められる

独立行政法人の会計の基準に準拠して、独立行政法人の財政状態、運営状況及び

キャッシュ・フローの状況を全すべての重要な点において適正に表示している

と認められること 

(2)～(4)（略） 

第４ 意見に関する除外 

１ 会計監査人は、独立行政法人の長が採用した会計方針の選択及びその適用方

法、財務諸表の表示方法に関して不適切なものがあるか、又は不正及び誤謬並び

に違法行為があって、その影響が無限定適正意見を表明することができない程

度に重要ではあるものの、財務諸表を全体として虚偽の表示に当たるとするほ

どではないと判断したときには、除外事項を付した限定付適正意見を表明しな

ければならない。この場合には、意見の根拠の区分に、除外した不適切な事項、

及び財務諸表に与えている影響及びこれらを踏まえて除外事項を付した限定付

適正意見とした理由を記載しなければならない。 

２（略） 

第５ 監査範囲の制約 

 

の適用方法、財務諸表の表示方法に関して不適切なも

のがあり、その影響が無限定適正意見を表明すること

ができない程度に重要ではあるものの、財務諸表を全

体として虚偽の表示に当たるとするほどではないと判

断したときには、除外事項を付した限定付適正意見を

表明しなければならない。この場合には、意見の根拠

の区分に、除外した不適切な事項、財務諸表に与えて

いる影響及びこれらを踏まえて除外事項を付した限定

付適正意見とした理由を記載しなければならない。 

２（略） 

五 監査範囲の制約 

１ 監査人は、重要な監査手続を実施できなかったこと

により、無限定適正意見を表明することができない場

合において、その影響が財務諸表全体に対する意見表

明ができないほどではないと判断したときには、除外

事項を付した限定付適正意見を表明しなければならな

い。この場合には、意見の根拠の区分に、実施できなか

った監査手続、当該事実が影響する事項及びこれらを

踏まえて除外事項を付した限定付適正意見とした理由

を記載しなければならない。 

２ 監査人は、重要な監査手続を実施できなかったこと

により、財務諸表全体に対する意見表明のための基礎

を得ることができなかったときには、意見を表明して

はならない。この場合には、別の区分を設けて、財務諸

表に対する意見を表明しない旨及びその理由を記載し

なければならない。 

３・４（略） 
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１ 会計監査人は、重要な監査手続を実施できなかったことにより、無限定適正意

見を表明することができない場合において、その影響が財務諸表全体に対する

意見表明ができないほどではないと判断したときには、除外事項を付した限定

付適正意見を表明しなければならない。この場合には、意見の根拠の区分に、実

施できなかった監査手続及び当該事実が影響する事項を記載しなければならな

い。 

２ 会計監査人は、重要な監査手続を実施できなかったことにより、財務諸表全体

に対する意見表明のための基礎を得ることができなかったときには、意見を表

明してはならない。この場合には、意見の根拠の区分に、財務諸表に対する意見

を表明しない旨及びその理由を記載しなければならない。 

３ 会計監査人は、他の会計監査人が実施した監査の重要な事項について、その監

査の結果を利用できないと判断したときに、さらに当該事項について、重要な監

査手続を追加して実施できなかった場合には、重要な監査手続を実施できなか

った場合に準じて意見の表明の適否を判断しなければならない。 

４（略） 

第６（略） 

第７ 利益処分案、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対

する報告 

１ 会計監査人は、独立行政法人の長の作成した利益処分案、事業報告書（会計に

関する部分に限る。）及び決算報告書について以下の報告を行わなければならな

い。 
(1) （略） 
(2) (ｱ)事業報告書（会計に関する部分に限る。）が財務諸表の記載と整合してい

るかどうか 
(ｲ)事業報告書（会計に関する部分に限る。）が独立行政法人の財政状態、運

営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく示しているかどうか 
(3) （略） 

２ 会計監査人は、利益処分案、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決

算報告書に対する報告を行う場合には、監査報告書に次の記載を行うものとす

る。 
(1) 会計監査人の報告 

監査の対象が利益処分案、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決

算報告書であること 
利益処分案、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対

する以下の報告 
(ｱ) 利益処分案が法令に適合していると認められるかどうか 
(ｲ) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）が独立行政法人の財政状態、運

営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく示していると認められる

かどうか 

１ 会計監査人は、重要な監査手続を実施できなかったことにより、無限定適正意

見を表明することができない場合において、その影響が財務諸表全体に対する

意見表明ができないほどではないと判断したときには、除外事項を付した限定

付適正意見を表明しなければならない。この場合には、意見の根拠の区分に、実

施できなかった監査手続、及び当該事実が影響する事項及びこれらを踏まえて

除外事項を付した限定付適正意見とした理由を記載しなければならない。 

２ 会計監査人は、重要な監査手続を実施できなかったことにより、財務諸表全体

に対する意見表明のための基礎を得ることができなかったときには、意見を表

明してはならない。この場合には、別に区分を設けて意見の根拠の区分に、財務

諸表に対する意見を表明しない旨及びその理由を記載しなければならない。 

３ 会計監査人は、他の会計監査人が実施した監査の重要な事項について、その監

査の結果を利用できないと判断したときに、更さらに当該事項について、重要な

監査手続を追加して実施できなかった場合には、重要な監査手続を実施できな

かった場合に準じて意見の表明の適否を判断しなければならない。 

４（略） 

第６（略） 

第７ 利益処分案、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対

する報告 

１ 会計監査人は、独立行政法人の長の作成した利益処分案、事業報告書（会計に

関する部分に限る。）及び決算報告書について以下の報告を行わなければならな

い。 
(1) （略） 
(2) ア (ｱ)事業報告書（会計に関する部分に限る。）が財務諸表の記載と整合し

ているかどうか 
イ (ｲ)事業報告書（会計に関する部分に限る。）が独立行政法人の財政状態、

運営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく示しているかどうか 
(3) （略） 

２ 会計監査人は、利益処分案、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決

算報告書に対する報告を行う場合には、監査報告書に次の記載を行うものとす

る。 
(1) 会計監査人の報告 

監査の対象が利益処分案、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決

算報告書であること 
利益処分案、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対

する以下の報告 
ア (ｱ) 利益処分案が法令に適合していると認められるかどうか 
イ (ｲ) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）が独立行政法人の財政状

態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく示していると認め

られるかどうか 
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(ｳ) 決算報告書が独立行政法人の長による予算の区分に従って、一定の事業

等のまとまりごとに決算の状況を正しく示していると認められるかどう

か 
(2) ～(3) （略） 

第８（略） 

ウ (ｳ) 決算報告書が独立行政法人の長による予算の区分に従って、一定の

事業等のまとまりごとに決算の状況を正しく示していると認められるか

どうか 
(2) ～(3) （略） 

第８（略） 

 

以 上 


